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令 和 ６  年 第 １ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

 

開会の日時、場所 

　年月日　　令和６年３月18日 (月曜日)  

　開　会　　午前10時０分 

　散　会　　午前11時40分 

　場　所　　第７委員会室 

本日の委員会に付した事件 

　１　総括質疑 

出席委員 

　委 員 長　比　嘉　京　子 

　副委員長　小　渡　良太郎 

　委　　員　西　銘　啓史郎　　大　浜　一　郎 

 　　　　　　呉　屋　　　宏　　花　城　大　輔

　　　　　　仲　田　弘　毅　　山　里　将　雄 

　　　　　　照　屋　大　河　　平　良　昭　一 

　　　　　　仲宗根　　　悟　　崎　山　嗣　幸 

　　　　　　島　袋　恵　祐　　玉　城　武　光 

　　　　　　比　嘉　瑞　己　　大　城　憲　幸 

　　　　　　上　原　　　章　　上　原　快　佐 

欠席委員 

　委　　員　島　袋　　　大 

説明した者の職・氏名 

　知 事　　玉　城　デニー 

　副 知 事　　照　屋　義　実 

　知 事 公 室 長　　溜　　　政　仁 

　総 務 部 長　　宮　城　　　力 

　企 画 部 長　　金　城　　　敦 

　商 工 労 働 部 長　　松　永　　　享 

　土 木 建 築 部 長　　前　川　智　宏 

　企 業 局 長　　松　田　　　了 

　教 育 長　　半　嶺　　　満 
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○比嘉京子委員長　ただいまから予算特別委員会を

 開会いたします。

　本日の説明員として、知事及び両副知事の出席を

 求めております。

　なお、３月14日の予算特別委員会において決定し

ました総括質疑の実施方法等につきましては、タブ

 レットへ掲載しております。

 　それでは、これより直ちに総括質疑を行います。

 　花城大輔委員。

○花城大輔委員　おはようございます。 

 　それでは質問させていただきます。

　１番の知事が台湾を訪問した真意についてという

質問でありますけれども、まず民間外交に公費を支

出することについての知事の所見を伺いたいと思い

 ます。

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　知事や副知事の行うトップセールスは、観光誘客、

航空便誘致、民間企業の海外展開、文化やスポーツ

などの国際交流やウチナーネットワークの連携強化、

土木環境等各分野の技術協力など、民間の企業や団

体、個人の様々な活動を後押しすることを目的とし

ており、県に求められる重要な役割としてこれまで

 も取り組んできたものであります。

 　以上です。

○花城大輔委員　質問は民間外交に公費を支出する

ことについての考え方なんですけど、今、２番の質

 問に対する答えになっていませんでしたか。

○溜政仁知事公室長　これら、今御説明しました民

間企業等の取組を後押しする役割として、県の重要

な業務の一つだというふうに考えているということ

 でございます。

○花城大輔委員　要は適当だということをおっしゃ

りたいんだと思いますけれども、これ今の答弁を聞

いていても、政府関係者と会わないでビジネスの匂

 いがするものとかについては民間外交と言うと。

　知事は今回、台湾訪問の際に政府関係者と会って

いないわけですけれども、ただ溜公室長は聞くとこ

ろによると、政府関係者と会っているというふうに

 聞いています。

　知事は民間外交を行いました。では、溜知事公室

 長は何を行ったんですか。

○溜政仁知事公室長　私が台湾に行ったのは、基地

関係の調査――基地関係で今アジアの連携事業を取

り組んでいるところであり、そこで台湾の状況等を

把握するために台湾を訪れたもので、私も直接、政

府関係者といいますか、日本台湾交流協会とか、国

民党の国際部、あるいは台湾の民進党の国際部で、
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向こうでは大学の教授等が政党に入っているような

ので、そこら辺の関係の意見交換ということを行っ

 たということでございます。

○花城大輔委員　先ほど基地の連携ということを

おっしゃっていましたけれど、何ですか、基地の連

 携って。

○溜政仁知事公室長　基地対策課が行っている事業

で、アジア太平洋地域平和連携推進事業というのが

ございます。その中でのヒアリングということにな

 ります。

○花城大輔委員　先ほどの質問に戻りますけれども、

知事は民間外交を行いましたと。溜公室長が行った

 この作業は何と呼ぶのですか。

○溜政仁知事公室長　私が行ったのは、あくまでも

その事業に基づくヒアリングということで位置づけ

 ております。

○比嘉京子委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、花城委員から、この基地問題等

についてヒアリングする作業を何と呼ぶの

かを聞いているとの補足があった。） 

○比嘉京子委員長　再開いたします。 

 　溜政仁知事公室長。

○溜政仁知事公室長　ヒアリングとしか言いようが

 ないのかなというふうに考えています。

○花城大輔委員　このヒアリングの目的は何ですか。 

○溜政仁知事公室長　先ほど申しました基地対策課

で所管しておりますアジア太平洋地域平和連携推進

事業ということで、今後の沖縄県とアジア太平洋地

域との連携についての可能性等を確認する事業でご

ざいまして、その中で台湾の状況というものを確認

 するためにお伺いしたということでございます。

○比嘉京子委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、花城委員から委員長に対し、知

事がいるにもかかわらず、知事公室が答弁

をしており、総括質疑の目的に反している

のではないか、整理してほしいとの要望が

あった。） 

○比嘉京子委員長　再開いたします。 

 　溜政仁知事公室長。

○溜政仁知事公室長　基地対策課が行っているアジ

ア太平洋地域平和連携推進事業の一環として台湾を

 訪問したということでございます。

○比嘉京子委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、花城委員から、知事に対し分か

るように説明してほしいとの要望があっ

た。） 

○比嘉京子委員長　再開いたします。 

 　溜政仁知事公室長。

○溜政仁知事公室長　失礼いたしました。 

　私が冒頭に米軍基地という発言をしていたという

 のであれば、これは訂正させていただきます。

　あくまでも基地対策課が所管しているアジア太平

洋地域平和連携推進事業の一環として、台湾におい

 てヒアリングを行ったということでございます。

○花城大輔委員　私は事前に７個の質問を全部通告

して質問しているんですから、答弁を準備していて

 当たり前だと思いますよ。

 　次の質問に移ります。

　この民間外交において求められる成果というのは

 どのようなイメージでしょうか。

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　今回の知事の台湾訪問では、観光、経済、文化、

教育など、様々な分野において台湾と沖縄の交流が

再び活発になる契機となり、平和構築や相互発展に

 つながるよう、代表的な団体を訪問しました。

　その後、台湾と沖縄県内の経済団体との相互連携

の動きが見られるなど、今後の具体的な取組につな

 がる成果が得られているものと考えております。

 　以上です。

○花城大輔委員　これは中国訪問の後の台湾訪問で

したけれど、この流れの中で台湾訪問を決めた意図

 について、説明をお願いできますか。

○松永享商工労働部長　お答えいたします。 

　昨年の台湾訪問は、コロナ禍からの復興を見据え、

経済、観光、文化など、各分野の交流を再び活発な

ものとするために現地の団体等を訪問し、関係者と

の意見交換を通して相互理解を深め、台湾との互恵

的な関係構築を図ることを目的として実施しました。 

　今回の訪問を契機として、東アジアの中心に位置

する沖縄の地理的優位性やソフトパワーなどの強み

を生かし、台湾との多面的な交流の発展を図り、沖

縄が人、物、情報、文化の交流拠点として、台湾を

はじめ、アジアと日本のかけ橋となることを目指し

 てまいります。

 　以上です。

○花城大輔委員　この中国訪問の後の台湾訪問を

行ったことで、中国訪問の際に知事が成果として挙

げたものが大分薄れたような気がしていますよ、報

 道を聞いていてもですね。

　また、台湾訪問の際も受入れ側のハードルが上がっ

たのではないかなと。なぜこのルートでやったのか

なというのは今の答弁を聞いていても疑問でありま
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 す。

 　次の質問に移ります。

　この際の旅費について、同行者が何名で総額幾ら

 かかったのか、説明をお願いします。

○松永享商工労働部長　お答えいたします。 

　台湾訪問に要した経費につきましては、知事及び

随行職員６名分の特別旅費が83万1677円、訪問先へ

の土産品に要した需用費が２万4079円、通信料に要

した役務費が２万690円、総額で87万6446円となって

 おります。

 　以上です。

○花城大輔委員　この台湾訪問の結果、先ほど、そ

ういった成果があったとありましたけれども、改め

てお尋ねしたいと思います。費用対効果はどうでし

 たか。

○松永享商工労働部長　お答えいたします。 

　台湾訪問におきましては、日本と台湾の経済、観

光、文化交流を担う団体等との意見交換を通して、

観光、ＩＴ、半導体、スタートアップ、貿易などに

ついて交流と連携を深めていくことをお互いに確認

 することができました。

　また、故宮博物院では、琉球に関する企画展の計

画に謝意を伝えるとともに、実施に向けた協力を約

 束してまいりました。

　さらに、台湾と沖縄のかけ橋として活動されてい

る県人会や留学生の方々と交流を行い、感謝の気持

 ちをお伝えしたところです。

　その後、訪問した経済団体から、県内経済界との

交流を目的とした沖縄訪問の相談があるほか、経済

団体による相互連携の動きが見られるなど、費用対

効果の観点におきましても、今後につながる成果が

 得られているものと考えているところです。

 　以上です。

○比嘉京子委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、委員長から執行部に対し、総括

質疑は知事等に対し大局的な観点で行うも

のとの趣旨を踏まえて、答弁者について配

慮するよう求めた。） 

○比嘉京子委員長　再開いたします。 

 　花城大輔委員。

○花城大輔委員　委員長、ありがとうございます。 

　この質問を提起した島尻委員は、民間外交と名づ

けて予算化したら、今後間違った方向に拡大するの

 ではないかなという懸念も持っておりました。

　例えば、シンクタンク的な、県庁の職員でもない

人が同行したりとか、行って成果があったと言えば、

これがずっと続けられる。物事にはいろんな見方が

 ありますよ。

　そして、今やっぱり答弁を聞いていて、民間外交

は必要だとは思いますけれども、ジュネーブ訪問等

も含めて、本当に議会として承認することが許され

るのかなという、そういったことは判断が難しくなっ

 てくるんじゃないかなと思っております。

 　では、次の質問に移ります。

　２番のワシントン駐在の在り方及びそれに対する

予算の考え方について。今後のワシントン駐在の在

 り方や戦略について伺います。

○玉城デニー知事　お答えいたします。 

　これまでのワシントン駐在の活動により、連邦議

会関係者ですとか、市民団体等の米国側関係者との

幅広い信頼関係とネットワークを構築してきており

 ます。

　また、米国内の沖縄県人会との連携や、観光客の

誘致、物産振興に関するイベントなどへの参加等に

 も取り組んでいるところであります。

　今後も、ワシントン駐在による政府関係者などへ

の働きかけを継続するとともに、発信力を有する人

物の沖縄への招聘や、ＡＰＡＬＡなどの民間団体と

の連携を進め、沖縄の基地問題に対する米国側の理

 解と協力を促していきたいと考えております。

　また、基地問題に加え、経済、観光などに関する

情報の提供も含めた、米国民の関心が高まる働きか

 けも行っていきたいと考えております。

 　以上です。

○花城大輔委員　続けて、ワシントン事務所の費用

 対効果について伺います。

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　ワシントン駐在員活動事業費の令和６年度予算は

 7950万8000円を計上しております。

　これまでのワシントン駐在による働きかけの結果、

2020年には下院軍事委員会即応力小委員会の国防権

限法案に関する書面に、辺野古新基地建設に係る４つ

の懸念事項と、建設予定地地下の強度の検証結果な

ど、５つの項目に関する報告書の提出を国防総省に

 求めることが明記されました。

　さらに2022年には、米国のシンクタンクであるク

インシー研究所と米戦略予算評価センターの報告書

に、普天間代替施設計画への懸念等が示されました。 

　ワシントン駐在の活動により、一定の理解を得る

ことができたことは大変有意義であり、ワシントン

駐在を設置したことによる効果が現れたものと考え

 ております。
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 　以上です。

○花城大輔委員　公室長、でも、この事業はＰＤＣ

 Ａで数値化で評価することはできないんですよね。

○溜政仁知事公室長　令和３年度の沖縄県のＰＤＣ

Ａの実施結果では……。 

　失礼しました。ワシントン駐在では、先ほども申し

上げたとおり様々な成果を上げていると理解してお

 ります。

　しかしながら、このような成果を定量的数値で測

 ることは非常に難しいと考えております。

　このため、令和４年度のＰＤＣＡにおいては、ワ

シントン駐在の活動のみの評価・検証を行わず、米

軍基地から派生する事件・事故の防止及び対応や国

民的議論を喚起するための取組の推進など、基地対

策に関連する施策を全体的に評価、検証していると

 ころでございます。

 　以上です。

○花城大輔委員　一定の成果はあることは認めるも

のの、この８年間、私たちからはこの費用対効果に

 ついて質疑が繰り返されてきたわけですよ。

　そして最終的には、人件費も含めて年間１億円使

う事業ではないと。そう思って、事務所を閉鎖する

べきだというような予算の修正案も出してきた経緯

 があります。

　そして与党側からは、面談した数、先ほど公室長

が答弁された内容をもって、非常に成果が認められ

ると。そのような議論が続けられてきたわけですよ。 

　しかしながらここに来て、費用対効果が数値で現

 すことができないといったコメントですね。

　これはひょっとしたらもう議論を続けることに根

負けして、私たち県民に理解していただけることを

諦めて――要は、成果が立証できていないから、も

う開き直ったというふうに私は捉えていますけど、

 その理解でよろしいですか。

○溜政仁知事公室長　先ほども申し上げたとおり、

ワシントン駐在の成果は上げているところだという

ふうに考えておりますが、ただ、それをワシントン

駐在だけでもって定量的な数値で測るということは

 非常に難しいというふうに考えております。

　そのため、基地問題全体での目標というか数値化

 を考えているということでございます。

 　以上です。

○花城大輔委員　基地問題は１ミリも動いてないと

私は思っていますけどね。今の答弁でよろしいのか

どうか、もう一回再考していただきたいと私は思っ

 ています。

　また、県の事業の中で、このようにＰＤＣＡで数

値で表すことのできない事業というのは幾つあるの

 ですか。

○金城敦企画部長　お答えいたします。 

　前基本計画に基づく令和３年度沖縄県ＰＤＣＡに

おいて、全施策が257施策ございまして、成果指標が

 設定されてない施策が25施策ございます。

 　以上でございます。

○花城大輔委員　知事の公約の達成率もそうですけ

 ど、非常にユニークな評価ですよね。

　ちなみに、このワシントン駐在は知事の２期目の

 公約の中に入っていましたか。

○玉城デニー知事　私は知事２期目の選挙公約とし

て、基地問題の解決に向けてワシントン駐在員を活

用、米国内での情報の収集発信を展開するというこ

 とを掲げておりました。

○花城大輔委員　去る決算特別委員会でありました

けれども、ＰＤＣＡ報告書にハイフンというんです

かね、それで表示をして、事業の検証は不可能だと

認めた上で、ＰＤＣＡ報告書からも削除したわけで

 すよ。

　まず、７年間効果があったと言い続けたことを覆

したと私は思っておりますけれども、これはしっか

り反省して、過去に報告した全てを訂正すべきだと

 思いますけど、いかがですか。

○溜政仁知事公室長　ワシントン駐在の活動におき

ましては、これまでも答弁しているとおり、一定の

成果は上げているものだというふうに理解しており

 ます。

○花城大輔委員　先ほど企画部長が、このように評

価できない事業が25あるというふうな答弁ありまし

 たけれども、予算額が多分違うと思うんですよね。

　これ、人件費も含めて年間１億円ですよ。そして、

自らが効果が検証できないことも認められて、これ

が予算として成立するのかどうか。数が多ければ成

立する、数が少なければ成立しない、そのような問

 題ではないと私は思っていますよ。

　またですね、今回、政策判断の転換がなされたこ

とで、この予算は認められない案件だと思っていま

す。予算編成方針には、ＰＤＣＡを予算編成に反映

させると書いてあります。これ、前言撤回じゃない

 ですか。

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　令和６年度概算要求基準においては、歳出につい

て、県の果たすべき役割等について改めて検証し、

事業の徹底した見直しを行うこと。特に、３年以上
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経過した政策的事業については事業評価を行い、廃

 止を含めた見直しを行うこととされております。

　米軍基地問題の解決に向けては、引き続き米国内

において政府関係者や連邦議会関係者等へ働きかけ

を行い、沖縄の現状について理解を深めていただく

 ことが重要であると考えております。

　そのためには、ワシントン駐在がこれまで構築し

てきた信頼関係やネットワークを活用することが重

要であると考えていることから、令和６年度も引き

続きワシントン駐在に係る予算を計上しているもの

 であります。

 　以上です。

○花城大輔委員　このワシントン事務所の存在価値

についての答弁、毎年ひどくなっているんじゃない

 ですかね。

　そして、ＰＤＣＡの在り方そのものを否定してい

 ませんかね。

　それと、言ったことと、これから実行することが

 矛盾している予算編成になっていませんか。

　私はこのような予算は議会で認めるわけにはいか

ないというふうに考えますけど、最後に所見を伺い

 たいと思います。

○玉城デニー知事　先ほども公室長から答弁をさせ

ていただきました。ワシントン駐在による働きかけ

の結果、例えば下院の軍事委員会即応力小委員会の

国防権限法案に関する書面に、辺野古新基地建設に

係る懸念事項の挿入、それから、建設予定地地下の

強度の検証結果など、５つの項目に関する報告書の

 提出を国防総省に求めることが明記されています。

　なお、米国の関係者からも、このような働きかけ

は継続して行われることが望ましいということも意

 見として伺っております。

　引き続きワシントン事務所の有効的な活用につい

て、様々な方面から検討してまいりたいというよう

 に考えております。

○花城大輔委員　今年の秋の決算、また来年の予算、

 同じような議論をするつもりありませんからね。

　しっかりと納得のいく内容を出していただきたい

 と思います。

 　終わります。

○比嘉京子委員長  呉屋宏委員。 

○呉屋宏委員　まず、今のやり取りを聞いていて、

質問ではなく、所見なんですが、私は実はワシント

ン事務所の初代の所長というのか、平安山さんとずっ

とここに帰ってくるたびに話をしていました。この

ようなことで、向こうに駐在で行く必要があるのか

というのはずっと聞かされてきました。かえって、

年に二、三回、グループを組んで行ったほうがいい

んじゃないかということまで本人は言っていて、あ

る意味では無駄な予算だということは、駐在してい

 る本人が言っていました。

 　それだけは申し述べて、質問に入ります。

　市町村の公共事業の停滞をなくすために、特にハー

ド交付金事業に一括交付金以外の各省計上予算の獲

得などの県債の活用など、財源の確保の取組の方針

 についてお伺いします。

○玉城デニー知事　お答えいたします。 

　県におきましては、沖縄振興予算に加え、いわゆ

るハード事業においては地方財政措置の有利な県債

を、それからソフト事業においては各省計上補助金

 などを積極的に活用することとしております。

　各省計上予算においては、予算編成方針に当たる

概算要求基準において、その他の事業とは別に一般

財源を別途措置するなど、特別な取扱いにより予算

 要求を認めているものであります。

　また、概算要求基準を各部局長に発出する際には、

部局長会議を開催し、その中でも、各省計上補助金

 の積極的な活用を呼びかけております。

 　以上です。

○呉屋宏委員　皆さんの予算編成方針を提出してく

ださいというお話をしたら、早速持ってこられてい

 て、少し読みました。

 だけどね、ここの中で各省計上予算というのは、令

和５年度より令和６年度がどれぐらい増えたのかを

 教えてください。

○宮城力総務部長　各省計上予算、当初予算ベース

で申し上げると、今回70事業、25.6億円を計上して

いるところでございます。これは昨年度と比べて、

 19億円増としたところでございます。

○呉屋宏委員　じゃ、これに付随して聞きますけれ

ど、ハード交付金が減らされてきたのはいつ頃から

 ですか。

○宮城力総務部長　沖縄振興公共投資交付金、いわ

ゆるハード交付金。国の当初予算額で申し上げると、

平成26年度の932億円をピークに減額傾向にありまし

て、令和元年度は532億円、令和４年度以降は368億

 円という同額が続いているところでございます。

○呉屋宏委員　これは、ハード交付金から各省の計

上予算に財源を求めていくというのを考えたのは、

 いつ頃からなんですか。

○宮城力総務部長　各省計上のうち、ハード、イン

フラ整備に係る補助金というのは多々ありますが、
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これについては沖縄振興予算に既に含まれている、

あるいは、寒冷地対策など沖縄県が活用できない事

業等々があって、ほとんど沖縄振興予算の中で充足

される、あるいは、各省計上でも既に計上している

 というところでございます。

　それで、各省計上予算を活用するのは、主にソフ

ト面の事業。ハード交付金が減少したことについて

は、県債――最近、防災・減災等々の起債メニュー

もございますので、それを積極的に活用していくと

 いうこととしているところでございます。

○呉屋宏委員　総務部長はそう言うけれど、我々、

土木環境委員会では、部長たちの答弁はほとんどハー

ド交付金が減らされて事業ができないと言っている

 んだよ。これはどうなのか。

○宮城力総務部長　先ほど申し上げたように、イン

フラ整備等にあっては、有利な県債等を活用して、

積極的に公共事業予算の確保に努めていくというこ

 ととしているところでございます。

　令和６年度の当初予算にあっては、この県債の活

用は29事業で82億円計上しているところで、前年度

 と比べて25億円増としたところでございます。

○呉屋宏委員　いや、部長ね、僕の話を聞いていま

 すか。

　土木環境委員会では、ハード交付金がなくなった

から、いわゆる事業がなかなか前に進まないと言っ

 ているんだよ。なぜですか。

○宮城力総務部長　ハード交付金の減により様々な

分野で影響が出てきている、これは間違いない事実

 でございます。

　これらの具体の箇所を用いて、ハード交付金の増

額に向けて内閣府と協議を続けてきたところでござ

 います。

　当初予算ベースでは368億円と同額が続いておりま

すが、令和４年度の補正予算にあっては29億円、た

しか８年ぶりにハード交付金の補正増をしていただ

きました。令和５年度にあっても39億円の補正増が

認められたところで、一定の理解は得られていると

 いうふうに認識しているところでございます。

　引き続きハード交付金の総額確保に向けて、様々

な取組を続けていきたいというふうに考えておりま

 す。

○呉屋宏委員　土木建築部長、委員会で言っている

 のと違うけれど、どういうことですか。

　それと、企業局長、後から質問するけれども、あ

なた方は、その30％の水道料金を上げるのはハード

交付金が減らされているからって、あなた記者会見

でも言ったよね。これは違うの。今の答弁とは全然

 違うんじゃないの。どうなの。

○宮城力総務部長　先ほど申し上げたのは、ハード

交付金の減額が様々な分野において影響を与えてい

 るということを申し上げました。

　その中には、企業局の所要額がなかなか措置でき

ずに、それが企業局の経営にも影響を与えていると

 いう意味でございます。

○呉屋宏委員　じゃ、それをどうやって解消するか

 という努力はどうしているのですか。

○宮城力総務部長　繰り返しになりますが、ハード

交付金の総額確保に向けては、市町村長の皆様方か

らも強い御指摘をいただいているところで、県とし

ても、総額増額に向けてこれまで取り組んできたと

 ころでございます。

　当初予算ベースでは368億円ということでございま

すが、補正予算も含めて、あらゆる機会を活用して、

ハード交付金の増額に取り組んでいきたいというふ

 うに考えております。

○呉屋宏委員　これね、我々が耳にしているのは、

皆さんがいわゆる各省庁計上に持っていこうといっ

 たときに、裏負担分が出てくるよね。

　そうすると、この方針の中にはないんだけれども、

この裏負担分はどこから持ってこようとするの。ソ

 フトであれ、ハードであれ。

○宮城力総務部長　ハード交付金というか、公共の

場合であれば、裏負担についてはほとんどが県債を

活用することになります。一部は一般財源を投入し

 ます。

　ソフト事業の場合は、裏負担については一般財源

で措置するというところで、ソフト関係の各省計上

予算の活用に当たっては、先ほど知事から答弁申し

上げたとおり、特別な扱いで裏負担分を措置すると

いうことで、各部に各省計上予算の積極的な活用を

 促しているというところでございます。

○呉屋宏委員　予算を組み立てるときに、大体パー

 センテージで部に割り振るよね。

　そうすると、各省計上予算で上げていくとなると、

その裏負担分もその各部の割り振られた部分から補

 塡されるということですか。

○宮城力総務部長　各省計上を除いては、経費区分

 で政策的経費というＣ経費がございます。

　令和６年度の当初予算の編成に当たっては、令和

５年度の各部のＣ経費の一般財源の総額の範囲内で

令和６年度要求をしてくださいというのが原則なん

ですが、ただし、各省計上予算を活用する場合はこ
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の限りではない、別途措置するという特別な扱いで、

 予算編成に臨んだところでございます。

○呉屋宏委員　こればかりやっておくわけにはいき

 ませんから、ちょうど半分なのでもう一つ。

　企業局の料金値上げや導水管破裂の問題について、

ハード交付金の在り方、計画的な財政対策について、

沖縄の特殊事情としての、厚生労働省との直接的な

交渉も必要と思われるため、今後の県の水道行政の

 在り方を知事にお伺いをしたいと思います。

○松田了企業局長　お答えします。 

　企業局では平成５年以降、経営の健全化、効率化

に取り組みまして、経費の削減等を図ってきたとこ

ろでございますが、今般、施設整備費の高騰、それ

から電気料金の急激な上昇などによりまして、料金

 の改定を行ったところであります。

　今後も引き続き国等の補助等の確保、それから経

営の効率化等に取り組みまして、料金の安定化に取

り組んでまいりたいと考えているところでございま

 す。

○呉屋宏委員　いや、局長ね、それは分かっている

よ。これは委員会でもやられてきたから。僕は知事

 に聞きたいんだよ。

　知事、今まで水道事業の老朽化を予測して積立金

 というのはやってこなかったのか。

○松田了企業局長　企業局では、経費縮減に取り組

みまして利益を確保し、平成９年度以降、議会の議

決を経て、企業債の償還に充てる減債積立金に積立

 てを行っております。

　今後も必要な積立てを行ってまいりたいと考えて

 いるところでございます。

○呉屋宏委員　じゃ、何で老朽化に伴ってこれだけ

 の30％の水道料金が上がるの。

○松田了企業局長　近年の施設更新コストが大幅に

増加するとともに、電気料金の急激な上昇などによ

り経営状況が悪化しまして、このままでは、令和７年

度の企業債償還金を確保できなくなるおそれがある

ことから、今般、料金の改定を行ったところでござ

 います。

○呉屋宏委員　それは、委員会でも十分聞いた。僕

 は知事に聞きたいの。

　知事、これね、料金上げないための努力というの

 は、企業局長と話し合ったことがあるの。知事。

○玉城デニー知事　企業局長から答弁がありますと

おり、これまでも企業局において様々な予算の計上

 のための工夫を取ってきたところであります。

○呉屋宏委員　どんな工夫ですか。 

○松田了企業局長　お答えします。 

　組織のスリム化、浄水場等の運転管理委託及び取

水施設の無人化などによる定員の削減で約7.8億円、

また、運転管理の効率化、省エネルギー対策の推進

及び小水力発電の導入による動力費の低減化で約

2.7億円、さらに、企業債の繰上償還などによって企

業債の支払利息を削減、これが約21億円となってお

 ります。

○呉屋宏委員　それでも30％値上げをしなければい

 けないという事態なんですよね。

　施設の老朽化に係るこの30％の老朽化対策の部分

というのは、電気料金以外で何パーセントぐらいあ

 るんですか。

○松田了企業局長　いわゆる施設の整備費、これは

老朽化対策、あるいは耐震化対策等でございますけ

れども、この部分が48％程度の料金の改定額の内訳

 に相当するものというふうに認識しております。

○呉屋宏委員　これはね、48％も老朽化対策と言っ

ていて、積立てはしてない、できるようになったの

は、恐らく平成30年ぐらいからは積立てが公にでき

 るようになったのかな。

　知事、私が聞きたいのは、この48％を何とか政府

 と話合いをしに行ったことがありますか。

○松田了企業局長　これまでも知事部局と連携しま

して、内閣府のほうにはハード交付金等の必要性に

 ついて御説明申し上げてきたところでございます。

　今後も、その必要性等について丁寧に説明してま

 いりたいと考えているところでございます。

○呉屋宏委員　あのね、質問者の話を聞いてもらえ

 ませんか。

 　知事、行ったことがありますか。

○玉城デニー知事　この間、予算要求に関しては様

々な方面に対して積極的に働きかけを行ってきてい

 るところであります。

○呉屋宏委員　私が聞いているのは、この水道事業

のハード、いわゆる老朽化対策に対して、特別にこ

れに焦点を当てて、政府あるいは閣僚と話をしたこ

とがありますか。これに特化してやったことがあり

 ますか。

○松田了企業局長　企業局としまして、個別に料金

改定についてこれまで詳細な状況報告をしていな

かった状況もございまして、知事部局と連携して一

括交付金の必要性の中で説明させていただいてきた

 ところでございます。

　今後は、より詳細に状況報告をしまして、御理解

を賜るよう取り組んでまいりたいと考えております。 
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○呉屋宏委員　知事が直接、閣僚とこの件だけで話

 をしたことがありますか。

○玉城デニー知事　企業局長からも答弁をさせてい

ただいておりますが、直接、この件について取り上

げたということではなく、全体の予算の獲得の中で

この案件も含めた上で総合的に調整を図ってきたも

 のであります。

○呉屋宏委員　ないとして考えておきます。 

　特別に、と私は言っているのだけれど、ごまかそ

うとして全部を入れるというのは、これは質問者に

 対して答弁していませんよ。

　じゃ、もう一つ聞きますけれど、今、企業局を見

ていて感じるのは、職員がこれまでどおりやってい

たのでは――これ、プロパーではなくて本庁と人事

交流をしているわけでしょ。これね、企業局という

んであれば、特別にここだけにプロパーを投入して

いったらどうなのかと思っているんだけど、企業局

 長、どう思うの。

○松田了企業局長　基本的に企業局は地方公営企業

で独立しておりますので、採用の形態も含めて知事

 部局とは個別に採用しているところでございます。

　浄水場等の管理運営等も自前で行っている部分も

ございますので、基本的にプロパーの職員――割合

は今ちょっと手元に数字がございませんのでお答え

できませんけれども、基本的にはプロパーの職員が

 ほとんどであるというふうな状況でございます。

○呉屋宏委員　じゃ、今、県庁の中にいる人たちも

 ほとんどがプロパーなんですね。

○松田了企業局長　人事交流の職員は企業局で採用

された事務系の職員もおりますし、技術系の職員も

 おります。

　浄水場等の現場も含めて、事務系の職員、それか

ら技術系の職員もおりまして、そういった職員が知

事部局と人事交流でお互いに行き来しているという

 ような状況でございます。

○呉屋宏委員　じゃ、もう一度、企業局長に聞きま

すけど、これは30％を上げない方法というのは、も

う頭の中では思いつかないんですか。今からでもで

 きないの。

○松田了企業局長　地方公営企業であります沖縄県

企業局が財源を確保する主な方法は３点ございます。 

　まず、国からの補助金、それから料金収入、それ

から企業債の発行という、主としてこの３つでござ

いますけれども、沖縄県企業局の場合、他の水道用

水供給事業に比べて企業債の発行高が高いというこ

とで、企業局としては、後年度負担を生じる企業債

の発行を今後も増やしていくということについては、

 慎重になるべきだというふうに考えてございます。

　それから先ほどから御指摘のございます、いわゆ

る国からの補助が今、私どもが要求している額の確

保ができない状況が続いておりまして、そのために

施設整備費の財源を確保することができないような

 状況に陥っております。

　そのため３点目の財源でございます料金収入を上

げる手法を今回取らざるを得ないということで料金

 改定を行った次第でございます。

○呉屋宏委員　最後にしますけれど、これは前の仲

井眞知事であれば、事務方から上がってきたものを

最後はトップセールスで全て解決をしてきているん

 ですよ。

　だから、さっきから知事に行くことはないのかと

 聞いているのはそういうこと。

　これからも知事はこの件だけで省庁を訪問するつ

 もりはないんですね。

○玉城デニー知事　予算の獲得につきましては、今

回のこの件も含めて、これからも積極的に行ってま

 いりたいと思っております。

○比嘉京子委員長　先ほど、呉屋委員の質疑に対す

る答弁で、総務部長から答弁を訂正したいとの申出

 がありますので、発言を許します。

   宮城力総務部長。

○宮城力総務部長　すみません、先ほどハード交付

金の補正は８年ぶりというふうに申し上げましたが、

 正しくは６年ぶりでございます。訂正いたします。

○比嘉京子委員長　引き続き質疑を行います。 

 　島袋恵祐委員。

○島袋恵祐委員　よろしくお願いします。 

　１の知事が台湾訪問した真意について。（１）知事

 の台湾訪問の成果について伺います。

○玉城デニー知事　お答えいたします。 

　昨年11月の台湾訪問におきましては、コロナ禍か

らの復興を見据え、経済、観光、文化など様々な分

野の交流を再び活発なものとすることを目的として、

日本と台湾の経済、観光、文化交流を担う団体など

と意見交換を行い、今後の交流に向けた意欲を伝え

 たところです。

　各団体との意見交換におきましては、観光、ＩＴ、

半導体、スタートアップ、貿易などについて、交流

と連携を深めていくことをお互いに確認することが

 できました。

　また、故宮博物院では、琉球に関する企画展の計

画に謝意を伝えるとともに、実施に向けた協力を約
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 束してまいりました。

　さらに、台湾と沖縄のかけ橋として活動されてい

る県人会や留学生の方々とも交流を行い、感謝の気

 持ちをお伝えしたところです。

　このような一連の日程を通して沖縄と台湾のつな

がりを確かめ合うことにより、交流が互恵的に発展

 する展望が開けたと感じております。

　今回の成果を踏まえ、沖縄が台湾をはじめ、アジ

アと日本のかけ橋となることを目指してまいります。 

 　以上です。

○島袋恵祐委員　今のお話を聞いて、有意義な訪問

 だったと理解をします。

　そこで（２）知事、副知事が行った地域外交の実

 績と成果について伺います。

○玉城デニー知事　令和５年度においては、コロナ

禍で停滞していた経済交流や文化交流を再び活性化

させることなどを目的に、私が中国、アメリカ、ス

イス、台湾、フィリピン、シンガポールを訪問し、

積極的に海外との国際交流や地域外交に取り組みま

 した。

　例えば、７月の北京訪問では、李強首相と直接面

談した結果、ビザの緩和や直行便の復便につながっ

 ております。

　また、９月の国連ジュネーブ事務所訪問では、国

際社会に向けて、沖縄の米軍基地問題や県民の平和

 を希求する思いを訴えてまいりました。

　これらの取組により、大きな成果を上げることが

 できたと考えております。

○照屋義実副知事　副知事としての御質問がありま

 したのでお答えしたいと思います。

　本年度の済州フォーラムに参加した際、済州特別

自治道が主導するグローバル平和都市連帯への加入

 意向書を提出し、加入を承認されました。

　これによりまして、アジア太平洋などの自治体と

の連携強化に向けたネットワークを得られたことは、

 韓国出張の大きな成果だったと考えております。

　同連帯では、2022年に済州とオスナブリュックの

共同事業として平和祈念写真展、済州とベルリンの

共同事業として平和音楽会を開催しており、今後の

共同事業等の活動は会員間で協議して決めていくこ

 ととしております。

　また、将来の目標としましては、ＡＳＥＡＮ加盟

国等の連携を図るとともに、会員間の協議を経て常

設体となるグローバル平和都市協議体（仮称）であ

りますけれども、これの設立を目指すとしておりま

 す。

　沖縄県としましては、これら都市連帯の会員と連

携した取組を進める中で、平和を希求する「沖縄の

こころ」の国外への発信に取り組むとともに、海外

自治体との平和ネットワーク構築に取り組んでまい

 ります。

○島袋恵祐委員　知事、副知事が今年度、本当に諸

外国に出かけて行って、交流、また、いろんな経済、

文化面に関しても意見交換して連携をしてきたとい

うことで、その成果があったものだと理解をしてお

 ります。

　そこで（３）地域外交室を次年度から課に昇格す

る理由と、今地域外交基本方針を策定していると思

いますが、そのパブリックコメントの意見数や内容、

 また次年度についての取組を伺います。

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

 　まず、課への昇格についてでございます。

　令和５年度は知事公室の特命推進課内に地域外交

室を設置し、沖縄県の地域外交に関する万国津梁会

議の開催、地域外交基本方針の策定、あるいは庁内

推進体制の構築等を目標に取り組んでまいりました。 

　令和６年度は、基本方針に基づき、関係各部局や

県内関係機関等と緊密に連携の上、本県の地域外交

を本格的にスタートさせるため、地域外交室を課に

 昇格させたものでございます。

 　次に、パブリックコメントでございます。

　沖縄県地域外交基本方針案に対するパブリックコ

メントは、２月14日から３月８日まで実施し、54の

 団体や個人から116件の意見を受けております。

　意見の内容は、県の地域外交に期待するコメント

や文化環境分野の追記を求める要望、具体的な活動

・取組の提案など、様々な御意見が寄せられており

 ます。

　次に、次年度の取組としましては、沖縄県としま

しては令和６年度において沖縄独自の歴史的、文化

的特性のソフトパワーと国際ネットワークを最大限

に活用し、アジア太平洋地域の平和構築と相互発展

 に貢献してまいりたいと考えております。

　具体的には、海外の自治体や外国公館、国際機関

等との関係構築に向けた相互訪問や意見交換、庁内

関係部局の海外関係業務の支援などに取り組み、こ

れまで以上に積極的に地域外交を展開してまいりま

 す。

 　以上です。

○島袋恵祐委員　知事にお伺いしたいんですけれど

も、地域外交を力強く進めるために、これまで積極

的に外交を展開してきたと、答弁を聞いて理解をし
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 ています。

　地域外交基本方針策定に向けてのパブリックコメ

ントも116件あったとのことで、県民の関心も高いも

 のだと思います。

　次年度、地域外交をどう進めていきたいか、知事

自身の考えと、また沖縄を平和の発信地とする知事

 の決意をお聞かせください。

○玉城デニー知事　先ほど、公室長から答弁をさせ

 ていただきました。

　令和６年度は、今般策定いたします地域外交基本

方針に基づきまして、関係部局や県内各関係機関等

と緊密に連携の上、沖縄県の地域外交を本格的にス

 タートさせてまいりたいと思います。

　特に、これまでのウチナーネットワークを構築し

てまいりました県人会所在地をはじめ、令和６年度

からは、特にＡＳＥＡＮ各国との地域間交流なども

積極的に行ってまいりたいということも、先般、フ

ィリピンやシンガポール等を訪問させていただいて

 強く認識をさせていただいたところであります。

　引き続き平和・地域外交課を中心に、あらゆる部

局と連携して積極的に展開してまいりたいと考えて

 おります。

○島袋恵祐委員　ぜひ頑張ってください。 

　続いて、２のワシントン駐在の在り方及びそれに

対する予算の考え方について。（１）ワシントン沖縄

 事務所のこれまでの実績と成果について伺います。

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　ワシントン駐在は、平成27年度から令和４年度ま

での約８年間で、累計4447名の米国政府や連邦議会

関係者と面談等を行い、沖縄の基地問題の解決につ

 いて精力的に働きかけを行っております。

　これまでの働きかけの結果、2020年には、下院軍

事委員会即応力小委員会の国防権限法案に関する書

面に、辺野古新基地建設に係る４つの懸念事項と、

建設予定地地下の強度の検証結果など５つの項目に

関する報告書の提出を国防総省に求めることが明記

 されました。

　さらに、2022年には、米国のシンクタンクである

クインシー研究所と米国戦略予算評価センターの報

告書に、普天間代替施設計画への懸念等が示されま

 した。

　これらはワシントン駐在のこれまでの活動の成果

であり、米国内において沖縄の基地問題への認識が

 広がりつつあるものと考えております。

 　以上です。

○島袋恵祐委員　ワシントン事務所を設置して８年

間、延べ4447名と面談をされてきたということなん

ですけれども、その中でも本当に多くの方と面談さ

れて重要だったと思うことや、また、ＰＦＡＳの件

でもワシントン事務所があるということ、ＥＰＡと

の連携、あと知事自ら書簡も送ったというようなこ

れまでの経過もあったと思うんですが、そのことに

ついて重要だったと思うことを、また教えてくださ

 い。

○溜政仁知事公室長　先ほども答弁させていただい

たとおり、ワシントン駐在はこれまで米国政府関係

者、連邦議会関係者、あるいはマスコミ、シンクタ

 ンクの有識者などと面談を重ねてきております。

　その中には国防総省の日本部長、あるいは連邦議

会の調査局、連邦議会議員補佐官のほか、シンクタ

ンクである戦略国際問題研究所――ＣＳＩＳやクイ

ンシー研究所も含まれており、米国内で沖縄の基地

問題への認識が広がりつつあるというふうに考えて

 おります。

　今後も沖縄の米軍基地問題の解決に向け、ワシン

トン駐在を活用して米国内における働きかけを継続

 してまいりたいと考えております。

　令和４年12月に知事から米国環境保護庁――ＥＰ

Ａ長官宛てに書簡を送付し、沖縄の米軍基地におけ

るＰＦＡＳの状況を説明し、ＰＦＡＳ対策における

連携等を求めたところ、令和５年２月にＥＰＡ長官

から協力関係の継続を希望する旨の回答がありまし

 た。

　令和５年２月には、連邦議会議員宛てに辺野古新

基地建設に反対する沖縄県の立場に理解を求めるた

 めの知事の書簡を送付しております。

　上記の活動に加えて、オンラインで開催される公

聴会やシンポジウムでの情報収集、北米メディアか

らの取材等、様々な活動を行っているというところ

 でございます。

 　以上です。

○島袋恵祐委員　次、３の知事が訪米する目的につ

いて。（１）歴代の沖縄県知事がこれまで訪米してき

 た目的を伺います。

○溜政仁知事公室長　お答えいたします。 

　沖縄の基地問題の解決を図るためには、一方の当

事者である米国政府に対しても知事が直接出向き、

 訴え続けることが重要と捉えています。

　このため、昭和60年以降、22回にわたり県知事に

 よる訪米要請を実施してきたところでございます。

　訪米においては、その時々における懸案事項につ

いて、米国政府等に具体的な要請を行っており、例
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えば、西銘知事は提供施設区域の全面的見直し、大

田知事は県道104号線越え実弾射撃演習の廃止など、

いわゆる重要３事案の要請を行っております。また、

稲嶺知事は、米軍再編の中での基地負担の軽減、仲

井眞知事はオスプレイ配備計画の見直し等を求め、

翁長知事は辺野古新基地建設に関する状況等につい

 て意見交換を行っております。

 　以上です。

○島袋恵祐委員　（２）玉城デニー知事の訪米の実

 績と成果について伺います。

○溜政仁知事公室長　知事は就任後、平成30年11月、

令和元年10月及び令和５年３月の３回ワシントンＤ

 Ｃを訪問しております。

　昨年３月の訪米においては、国務省、国防総省、

連邦議会議員や補佐官、連邦議会調査局、有識者、

マスコミなど、多くの方々と面談し、知事が沖縄の

現状や台湾有事をめぐる問題に対する考え方を直接

 伝えることができました。

　知事が面談した連邦議会議員の一人であり、沖縄

にルーツを持つハワイ選出のジル・トクダ議員は、

４月18日の下院軍事委員会の公聴会で、辺野古新基

地建設やＰＦＯＳ等、沖縄の基地問題について発言

 しております。

　また、米国の複数専門誌等が知事の訪米を広く報

道したほか、連邦議会調査局が昨年５月に発行した

報告書には面談を踏まえたと思われる記述が見られ

 るなど、様々な成果があったと考えております。

 　以上です。

○島袋恵祐委員　知事にお伺いしますけど、歴代の

知事がこれまで直接訪米して沖縄の実情を訴えてき

たと理解をしています。主に、やっぱり基地問題だ

 と思います。

　戦後79年経過した今もなお、基地あるがゆえの事

件・事故に県民は苦しめられ続けています。辺野古

新基地問題、ＰＦＡＳ汚染問題、戦闘機の爆音問題、

米軍関係者による犯罪行為、直近ではオスプレイの

飛行再開、合意無視の嘉手納基地のパラシュート降

下訓練強行、石垣港への米軍艦船の入港など、枚挙

 にいとまがありません。

　沖縄県民の代表である知事が直接訪米して基地問

題など、沖縄の実情を訴えることは重要だと思いま

 す。

　改めて、知事が直接訪米する意義と知事自身のこ

 の思いを聞かせてください。

○玉城デニー知事　選挙により県民に選ばれた私、

沖縄県知事が訪米し、米軍政府関係者や連邦議会議

員等と面談して、地元の実情をじかに伝え、米国側

の理解と協力を促すことは基地問題解決のために非

常に重要であり、かつ意義があると考えております。 

　これまでの訪米で面会した方々とも、今後も連携

しながら、引き続き最適なタイミングを捉えて、基

地問題の解決を含めて訪米を行ってまいりたいとい

 うように考えております。

 　以上です。

○比嘉京子委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、西銘委員から、今日は総括質疑

の場であるが、与野党からの同様な質疑に

対して答弁者が異なることや、また総括質

疑項目と関連するにしても外れ過ぎと思わ

れるような、ＰＦＡＳや地域外交室などの

質疑を認めていいのか、整理してほしいと

 の要望があった。

　　　　　これに対し、委員長から、質疑した島袋

委員へ確認を行い、地域外交室は台湾訪問

に関連した質疑であること、ＰＦＡＳはワ

シントン事務所の実績として関連性がある

 ものと整理した。

　　　　　その上で、委員長から、各委員に対して、

今後は総括質疑は事前の通告に基づき、ど

のような趣旨での質疑なのかについて具体

的に説明するよう求め、また、執行部に対

しては総括質疑の趣旨を踏まえて誰が答弁

するかについての配慮を重ねて求めた。） 

○比嘉京子委員長　再開いたします。 

 　玉城武光委員。

○玉城武光委員　よろしくお願いします。 

　沖縄振興公共投資交付金の減額について、アのハー

ド交付金減額による道路建設、河川改修、学校建設

 等の遅れの影響について伺います。

○前川智宏土木建築部長　道路建設及び河川改修の

 部分についてお答えをいたします。

　土木建築部のハード交付金の予算額は、平成26年

度の612億円をピークに減少傾向にあり、令和６年度

 当初予算案においては、204億円となっております。

　道路予算の確保が厳しい状況が続いていることか

ら、渋滞解消や災害時の緊急輸送道路などの交通基

 盤の整備に遅れが生じております。

　また、河川改修においては、浸水被害の軽減に向

け河川拡幅等を行っているところですが、予算の減

額により工事や設計を先送りせざるを得ないため、

事業進捗に遅れが生じております。河川改修の遅れ

による影響としては、気候変動により激甚化、頻発
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 化する水災害リスクが懸念されます。

　県としては、公共事業の予算確保に当たっては、

ハード交付金に加えて、各省計上予算等の獲得が必

要と考えられることから、市町村と連携し、事業の

必要性等を国に訴えながら、所要額の確保に努めて

 いきたいと考えております。

○半嶺満教育長　学校建設等についてお答えいたし

 ます。

　県教育委員会においては、これまで国の補助制度

 を活用した危険校舎の改築等を実施しております。

　沖縄振興公共投資交付金の減額により、校舎改築

事業やグラウンド整備事業等の実施に影響があり、

年度変更するなどの対応を行っているところであり

 ます。

　引き続き緊急性等を考慮しながら、必要な施設整

備事業の実施に努め、児童生徒の学習環境の確保に

 取り組んでまいりたいというふうに思います。

○玉城武光委員　次に、水道料金の値上げ要因の内

 訳について伺います。

○松田了企業局長　水道料金の改定につきましては、

施設建設コスト等が大幅に増加する一方、沖縄振興

公共投資交付金が減少していることや、電気料金の

高騰、本島周辺離島８村の広域化及びＰＦＯＳ等対

 策費用が主な要因となっております。

○玉城武光委員　具体的に、ＰＦＯＳ対策で何％、

ハード交付金の減で何％という数字が出ていると思

 うのですが、お答えください。

○松田了企業局長　ＰＦＯＳ等対策で11％、水道広

域化で13％、電気料金の高騰が27％、ハード交付金

 等の減少が48％となっております。

○玉城武光委員　企業局は30年以上値上げをせず、

 健全経営を行ってきました。

　水道料金値上げの理由は、燃油高騰とＰＦＯＳ対

策、ハード交付金減額などで８割近くあります。こ

 れは国の責任だと思います。

 　再質問します。企業局長に伺います。

　政府が燃油高騰対策やＰＦＯＳ対策、ハード交付

金をしっかりと確保できれば、水道料金は値下げす

 ることができますか。

○松田了企業局長　今般の料金改定につきましては、

令和６年から令和９年までの４年間の事業費を基に

 算出しております。

　御指摘の点につきましては、今後の状況を踏まえ

て、次回の料金改定時に反映してまいりたいと考え

 ております。

○玉城武光委員　しっかりと政府が対応すれば、ハー

ド交付金を組んで。そういう料金改定の問題で値下

 げができるという状況があるんじゃないですか。

○松田了企業局長　今後も施設整備費はさらに費用

 が増加するという状況になってございます。

　今御指摘のそういった費用について、ハード交付

金が私どもの要望額が措置されれば料金改定をせず

に済む、場合によっては料金の値下げも可能になる

 ということは想定される状況でございます。

○玉城武光委員　知事に伺います。 

　企業局長が答弁したように、政府がしっかりと対

応すれば値下げできるという答弁をいただきました。 

　知事は、すぐにでも政府に対して、燃油高騰対策

やＰＦＯＳ対策、ハード交付金の増額を要請すべき

 だと考えますが、知事の見解を伺います。

○松田了企業局長　企業局といたしましては、これ

までも知事部局と連携しまして、様々な要請を行っ

てきてございますけれども、今後は、事業の必要性、

費用の必要性、それからどういった費用であるかと

いうことについて、より詳細に丁寧に説明しまして、

所要額、あるいは、そのＰＦＯＳ対策費用等につい

て国からの支援をいただけるように、知事部局と連

 携して取り組んでまいりたいと考えております。

○玉城武光委員　次に、２番目の一括交付金の予算

要請について。アの一括交付金の推移について伺い

 ます。

○宮城力総務部長　沖縄振興公共投資交付金、いわ

ゆるハード交付金の当初予算額については、平成26年

度の932億円をピークに減額傾向にあり、令和元年度

は532億円、令和４年度以降は368億円の同額が続い

 ております。

 　以上です。

○玉城武光委員　次に、2024年度の要望額と措置額、

 その割合を伺います。

○宮城力総務部長　令和６年度の沖縄振興予算の確

保に係る国の要請に当たっては、ハード交付金につ

いては県、市町村の事業量を積み上げ、700億円を要

望しましたが、令和６年度の国の当初予算額は368億

 円でございます。

　県の要望額に対する予算額を割合で申し上げると、

 約53％となります。

○玉城武光委員　この一括交付金をどんどん減額し

ているんですが、この減額の理由について、政府は

 何と説明していますか。

○宮城力総務部長　内閣府によりますと、平成27年

度から29年度は執行率等を勘案した、平成30年度以

降はこれまでの継続していた事業の状況、新規事業
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の状況などを兼ね合わせて所要額を確保した、とさ

 れております。

 　以上です。

○玉城武光委員　今、所要額と、それから執行率の

問題で、いろいろ理由を述べていたという話なんで

 すが、県はそれに対して納得しているのですか。

○宮城力総務部長　当初、たしか平成29年度の国庫

要請の際に、執行率等が低いということで減額され

たところで、県、市町村を挙げて執行率の向上に努

 めてきたところでございます。

　近年は国として考える主要な額を措置したという

御説明を受けておりますが、県も市町村も特にハー

ド交付金については、非常にあらゆる箇所で事業の

進捗に遅れが生じているということを御説明してき

 たところでございます。

　増額に向けて今後も引き続き取り組んでいきたい

 というふうに考えております。

○玉城武光委員　今、答弁がありましたように、様

々なところで影響が出ているということがありまし

 た。

　県民生活への具体的な影響を示してですね、政府

 に一括交付金の確保を求めるべきではないですか。

 　知事の見解を伺います。

○玉城デニー知事　お答えいたします。 

　令和６年度の予算編成に当たっては、引き続き沖

縄振興予算の活用に加え、いわゆるハード事業にお

いては地方財政措置の有利な県債を、ソフト事業に

おいては各省計上補助金の積極的な活用を推進して

 きたところです。

　一方で、本県の重要施策を推進するためには、減

額傾向にある沖縄振興一括交付金を含む沖縄振興予

算の増額が必要と考えていることから、引き続き各

省計上予算や財政措置の有利な県債を活用しつつ、

 沖縄振興予算の増額確保に取り組んでまいります。

 　以上です。

○比嘉京子委員長　大城憲幸委員。 

○大城憲幸委員　お願いします。 

　１の知事が訪米する目的について。昨年に続く訪

 米だが誰に何を訴えるのかお願いします。

○玉城デニー知事　沖縄の基地問題の解決を図るた

めには、一方の当事者でもある米国政府に対しても、

知事が直接出向き、繰り返し訴え続けることが重要

 であります。

　次年度においては、県民の目に見える形での基地

負担の軽減が必要であることについて、米国政府、

米国連邦議会関係者はもとより、安全保障に関する

有識者や市民団体等の理解と協力を得たいと考えて

 おります。

　また、沖縄の基地問題の実情を効果的に発信する

 ための取組を検討しているところであります。

 　以上です。

○大城憲幸委員　先ほども議論ありました、大田知

事の時代から、具体的にこういう問題を訴えたよと

いう話がありましたけれども、結局、辺野古の問題

を中心に翁長知事以降というのは、なかなかこの辺

野古の問題も止まらない、そして国内法ではどんど

 ん最高裁も含めて結論が出ていく。

　そういう中で、去年に続いてのものですけれども、

具体的に、次年度はこれというものがあるんですか、

 お願いします。

○溜政仁知事公室長　県政の懸案事項であります辺

野古の基地問題について、引き続き訴える、あるい

は、ＰＦＯＳ等についての状況の確認と、その沖縄

の現状等について御説明をするということが基本に

 なろうかとは思っております。

 　以上です。

○大城憲幸委員　随行者８名、1038万円の予算だが、

 ８名も必要なのか、お願いします。

○溜政仁知事公室長　御説明いたします。 

　随行者につきましては、外部通訳を含めて８名で

 積算しております。

　これまでは知事秘書のほか、事務を総括する公室

長、その補佐を担う課長、通訳を担う職員１名、記

録など庶務を担当する職員２名の６名で積算してお

 りました。

　次年度はですね、これまで基地対策調査費等、ほ

かの調査費等で対応していた外部通訳１名に係る旅

費を基地関係業務費で計上するとともに、知事訪米

の機会に合わせて、県の多角的な地域外交につなげ

る情報発信等の取組に対応するため、担当者１名を

 追加したものでございます。

 　以上です。

○大城憲幸委員　先ほど、台湾訪問の費用対効果の

議論もありました。そのときには６名の随行者でし

 たという話がありました。

　どうもやっぱり我々の感覚からすると、何で８名

も随行が必要なのかと思うし、先ほど来あったワシ

ントン事務所もあるわけですよ。向こうに１億円も

年間かかっているという話で、向こうで活動をして

いる人がいながら、沖縄からまた９名で行くという

ような部分がなかなか県民感覚から理解されないん

 じゃないかなと思います。
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　そして、また、訴える内容についても、引き続き

というような話になってしまいますので、この1038万

円の費用対効果という意味では、この職員の皆さん

が現場で一生懸命行政改革の中で頑張っている中で、

どうも見えてこない部分があるなと思っていますけ

 れども、その辺について再度答弁願えますか。

○溜政仁知事公室長　先ほどもお答えしたとおりな

んですけれども、これまで６名だったものを８名に

した理由としましては、１人は別の予算で積算して

いた外部通訳を今回積算に入れたということと、あ

と一つは、地域外交につなげる情報発信等の取組に

対応するための担当者を１名加えたということでご

 ざいます。

　ワシントン駐在におきましては、日々米国の政府

関係者、あるいは議会関係者への説明等を行ってお

り、知事訪米におきましても、知事のそのロジとか

ですね、先方とのアポイントということで重要な役

 割を担っております。

　ただ、やはり面談者に応じた知事の発言ですとか、

その取りまとめを行って、その日でマスコミにレク

チャーをするとかですね、ある程度の人数がやはり

 必要になってくるというふうに考えております。

 　以上です。

○大城憲幸委員　すみません、なかなか答弁を聞い

ても、訴える内容、あるいは８名も必要な理由がな

かなか理解をし切れませんけれども、時間がありま

 せんので先に進みます。

　２の各省計上予算及び有利な県債活用など財源確

保の方針について、さらなる財源確保に向けた考え

 方を伺います。

○宮城力総務部長　県においては沖縄振興予算に加

え、公共事業においては地方財政措置の有利な県債

を、非公共事業においては各省計上補助金を積極的

 に活用することとしております。

　あわせて、本県における自主、自立的な財政運営

を推進する観点から、課税自主権の行使や徴収対策

の強化、使用料・手数料の見直しや、自動販売機の

貸付け、ふるさと納税を活用したクラウドファンデ

ィングなど、様々な取組を実施するとともに、宿泊

税の導入など新たな自主財源の確保や本県経済の活

性化に結びつく産業振興施策の推進による、さらな

 る財源の涵養を図っていきたいと考えております。

○大城憲幸委員　ポスト新・沖縄21世紀ビジョン基

 本計画について、考えをお願いします。

○玉城デニー知事　沖縄県の置かれた条件不利性な

ど、特殊な諸事情に鑑み、本土復帰以降、沖縄の自

立的発展の基礎条件の整備や自立型経済の構築に向

けては、高率補助制度等の沖縄振興策が実施されて

おりますが、自立型経済の構築は、なお道半ばとなっ

 ております。

　今後とも、特殊事情に起因する諸課題に対しては、

沖縄振興予算を有効に活用することが必要であると

 考えております。

　一方で、アジアの視点で沖縄の地理的特性を捉え

た場合、東アジアの中心に位置することを優位性に

 転換できる可能性も十分にあります。

　沖縄振興策やアジア諸国、地域との経済交流など

を通して、自立型経済の構築に向けてさらに全力を

 挙げて取り組んでまいりたいと考えております。

 　以上です。

○大城憲幸委員　今、知事からもあったように、こ

れまでの沖縄振興策、６次の振興策になります新・

 沖縄21世紀ビジョン計画の前期がもう終わります。

　その中で４つの不利的な特殊事情があると言って

いましたけれども、今回は、この地域外交方針の中

では、そのうちの３つを逆に有利と捉えて、沖縄の

 自立的経済をつくりますと言っているわけです。

　だから、それは私はすばらしいことだと思います

けれども、それに裏づけするものがないんですよね。 

　先ほど、国の減額が悪い、国が悪いというような

議論がありますけれども、省庁予算を増やす、有利

な財源を増やす、県債を増やすというのであれば、

やっぱり目標を決めてやるべきだと思いますけれど

も、900億円が300億円になる、だけれども省庁予算

 は25億円、県債は82億円。

　やっぱりこれ今後、どこぐらいまでやるって具体

的に決めてやるべきじゃないですか。少し言葉だけ

が躍って具体策がないように見えますけれども、そ

 の辺、再度お願いします。

○宮城力総務部長　各省計上予算についてはその時

々の課題があって、これに対応するために財源とし

て活用するということになりますし、県債の活用に

ついては、ハード――つまり公共インフラとして整

備が必要なのか、必要性の観点から議論がされるも

のですので、どのぐらいまで伸ばすかとか、どのぐ

らいにするというのは、今の時点で申し上げるとい

 うのは非常に難しいというところでございます。

○大城憲幸委員　今度、知事の思いも強くて、誇り

 ある豊かさという言葉を強く訴えています。

　そういう意味では、常に国が減額するからできな

いんだというふうな言い訳にしか聞こえませんので、

そこはやっぱり具体的に、沖縄でできることはもっ
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とあると思いますので、強い知事のメッセージを、

職員に対しても県民に対してもお願いしたいと思い

 ます。

 　以上です。

○比嘉京子委員長  上原章委員。 

○上原章委員　よろしくお願いします。 

　まず、先ほど来各委員からもいろいろ質問があり

ましたけれど、知事が訪問した台湾について、企業

誘致・経済交流で具体的な成果があればお聞かせく

 ださい。

○松永享商工労働部長　お答えいたします。 

　昨年11月の台湾訪問におきましては、コロナ禍か

らの復興を見据え、経済をはじめ、様々な分野の交

流を再び活発なものとすることを目的として、県内

経済界の皆様とともに、日本と台湾の経済交流を担

う団体等と意見交換を行い、今後の交流に向けた意

 欲を伝えたところでございます。

　一連の訪問を通して、観光、ＩＴ、半導体、スター

トアップ、貿易などの分野において、交流と連携を

深めていくことを確認することにより、交流が互恵

的に発展する展望が開けたと感じているところです。 

　その後、訪問した経済団体から、県内経済界との

交流を目的とした沖縄訪問の相談があるなど、今後

 につながる成果があったと考えているところです。

　今後とも、東アジアの中心に位置する沖縄の地理

的優位性やソフトパワーなどの強みを生かし、企業

誘致や経済交流がさらに発展するよう取り組んでま

 いります。

 　以上です。

○上原章委員　意欲とか、また今後、経済交流が進

むんじゃないかという。もう少し具体的に戦略的な

取組を私は期待したいんですけれども、先般、台湾

の大きな半導体企業が熊本県菊陽町に進出して、大

きなニュースになりましたけれど、こういった企業

誘致が本当に具体的な成果として進んでいる事案と

いうのは、私は非常に参考になるのかなと思うので

すが、この熊本県に進出した半導体の工場のきっか

けというのは、皆さんは聞いていますか、分かりま

 すか。

○松永享商工労働部長　具体的なところは今、手持

ちとしては持ってございませんが、まず、その半導

体が発展する要件としまして、まず広大な土地が必

要であるということと、水を多く使うという必要性

 がございます。

　そういう要件を熊本県に関してはそろっていたと

いうことで、そこで展開されているというふうに理

 解しているところです。

 　以上です。

○上原章委員　知事、熊本県のこの半導体工場です

ね、最初のきっかけは日本政府からの要請に応えた

 と、僕は聞いているんですよ。

　これだけの大がかりな取組の中で、やっぱり国の

しっかりした戦略と、また地元県とのいろんな取組

が功を奏したのかなと僕は思うんですが、いかがで

 すか。

○玉城デニー知事　海外からの企業を誘致する点に

おきましては、やはり国とその地域とのそれぞれの

事情に応じた基本的な外交と、その方針の確認が必

 要であろうというように考えております。

　今般の半導体企業の熊本県への進出についても、

そのような相互の様々な協議を重ねた上での、その

場所に最適であるという点で熊本県に誘致が決定し

 たというように認識をしております。

 　以上です。

○上原章委員　1980年代、日本の半導体は世界のシ

 ェア80％を擁していたとも聞くんですね。

　九州には約1000のこの半導体の企業さんもいると

いうことで、熊本にも200余りのこの半導体の企業さ

んがいると。いろんな環境が整っていたと思うんで

すけれども、ぜひ私たち一番近い台湾との経済交流、

文化、教育、いろんな分野があると思うんですけれ

ど、知事としても大きなこの戦略をしっかり持って、

地元沖縄の経済界と、また国とも連携を取る必要が

 あると私は思うんですが、いかがですか。

○玉城デニー知事　当然、沖縄振興に係る企業の誘

致、あるいは連携等につきましては、政府とも連携

をしながら沖縄の優位性を発揮できるよう、そのよ

 うな展開を併せて図ってまいりたいと思います。

○上原章委員　あと、２番目の公共事業の停滞。県、

市町村と私はあえて聞いておりますが、特に市町村

が大変厳しい、ハード・ソフトの交付金を減額され

て、本当に今、切実な状況だと思うんですが、知事

 の見解をお聞かせ願いますか。

○玉城デニー知事　近年のハード交付金の減少傾向

に伴い、道路、港湾などの公共事業全般において、

事業進捗の遅れなどに伴う地域経済の発展や、地域

住民の安全・安心の確保などへの影響が出ているも

 のと認識をしております。

　公共事業の予算確保については、ハード交付金に

加えて、各省計上予算等の獲得も必要と考えられま

 す。

　市町村と連携し、事業の必要性等を国に訴えなが
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ら、ぜひ所要額の確保にこれからも努めてまいりた

 いと考えております。

○上原章委員　もう本当に、私は思うんですけれど、

要請して、それでも減額がこの何年も続いている。

本当に今、知事がトップセールスで、政府としっか

りした信頼関係を構築する必要があると思うのです

が、これからもこのような状態が続くんでしょうか。 

○玉城デニー知事　本県振興に係る予算の獲得につ

いては、あらゆる方面に対して精力的に予算獲得に

向けても頑張ってまいりたいというふうに考えてお

 ります。

○比嘉京子委員長　以上で、知事に対する総括質疑

 を終結いたします。

 　説明員の皆様、大変御苦労さまでございました。

 　休憩いたします。

 　　　（休憩中に、執行部退席）

○比嘉京子委員長　再開いたします。 

 　以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

　次回は、３月25日月曜日午前10時に委員会を開き、

 令和６年度当初予算の採決を行います。

 　委員の皆様、大変御苦労さまでした。

 　本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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